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※ 本要求水準書には、下記の【別表１～４】及び【資料１～１９】が付属しているので注意

してください。 

 

 

 

別表及び資料リスト 

 

【別表 １ 】各居室（エリア）の要求水準 

【別表 ２ 】各室の特殊条件等 

【別表 ３ 】各室に事業者が調達し設置する機器・備品等 

【別表 ４ 】各室に大学が調達し設置する予定の機器・備品等（参考） 

 

【資料 １ 】事業計画地案内図 

【資料 ２ 】事業計画地位置図 

【資料 ３ 】柏キャンパス外構計画図 

【資料 ４ 】柏キャンパス共同溝計画図 

【資料 ５ 】柏キャンパスガス配管分岐位置図 

【資料 ６ 】柏キャンパス上水・中水・井水配管分岐位置図 

【資料 ７ 】柏キャンパス雨水排水計画図 

【資料 ８ 】柏キャンパス汚水排水管・実験排水管接続位置図 

【資料 ９ 】柏キャンパスボーリング調査位置図 

【資料１０】ボーリング柱状図Ｎｏ.１～６ 
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本要求水準書の位置付け 

 

この要求水準書は、東京大学（海洋研）総合研究棟施設整備等事業（以下「本事業」という。）

に関して、施設の空間機能要件、設備の機能要件、維持管理に関する要件について、東京大学（以

下「大学」という。）が要求する一定の水準を示すものである。 

 

Ⅰ 東京大学（海洋研）総合研究棟施設の概要 

 

１ 組織の沿革と施設整備の目的 

東京大学海洋研究所（以下「本所」という）は、海洋に関する基礎研究を目的として、１９

６２年に中野キャンパスに設置された全国共同利用研究所である。設立以来、２隻の共同利用

研究船「白鳳丸」と「淡青丸」及び陸上研究施設を駆使し、海洋の物理学・化学・地学・生物

学・生物資源学という広範にわたる研究を進めてきた。この間、先端的な研究を学際的・国際

的な視点から展開するために、国際沿岸海洋研究センター、海洋科学国際共同研究センター及

び先端海洋システム研究センターの設置、１６部門から６大研究部門への改組など、組織の改

革・拡充も積極的に進めてきた。また、従来の理学系研究科及び農学生命科学研究科の協力講

座としての寄与ばかりでなく、２００６年には新領域創成科学研究科の自然環境学専攻に基幹
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Ⅱ 施設の設計及び建設に関する要求水準 

 

１ 一般事項 

本「要求水準書」に示された要求事項に沿って本施設の設計、建設、及びその他の下記関連

業務（以下「本業務」という）を行う。 

(1) 施設の設計 

1) 基本設計 

2) 実施設計 

3) 工事開始までに必要な関連手続（各種申請業務等） 

(2) 施設の建設 

1) 敷地造成 

2) 建設工事 

3) 工事監理 

4) 施設運用開始までに必要な関連手続（各種申請業務等） 

(3) 施設の維持管理 

1) 建物保守管理業務 

2) 設備保守管理業務 

3) 清掃業務 

 

２ 遵守すべき法規制等 

本業務の実施に当たっては、次の関係法令等を遵守すること。 

(1) 建築基準法 

(2) 都市計画法 

(3) 消防法 

(4) 労働安全衛生法 

(5) 高齢者、身体障害者等の円滑化の促進に関する法律（新ハートビル法） 

(6) 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（ビル管理法） 

(7) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律 

(8) エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネルギー法） 

(9) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

(10) 大気汚染防止法及び水質汚濁防止法 

(11) 電波法 

(12) 電気事業法 

(13) ガス事業法 

(14) 下水道法 

(15) 水道法 
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(16) 騒音規制法 

(17) 振動規制法 

(18) 文化財保護法 

(19) 電気設備技術基準 

(20) 内線規程 

(21) 高圧受電設備規程 

(22) 国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律 

(23) 高圧ガス保安法 

(24) 放射線障害防止法 

(25) その他関係法令等 

上記に関するすべての関連施行令・規則等についても含むものとし、また本業務を行うに当

たり必要とされるその他の条例及び関係法令等についても遵守すること。 

 

３ 適用基準等 
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(5) 保全 

1) 建築保全業務共通仕様書（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

2) 文部科学省保全業務仕様書 

(6) その他 

1) 東京大学柏地区危害予防規定 

2) 東京大学柏地区自家用電気工作物保安規程 

3) 東京大学海洋研究所放射線障害予防規程 

4) 東京大学環境安全指針 

 

４ 敷地条件 
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9) 実 験 排 水：１００Ａ （【資料８】を参照） 

10) 情報通信回線：既存物性研究所６階ＬＡＮＨＵＢ室より光ケーブル（ＧＩ２４Ｃ＋ＳＭ

８Ｃ）を引き込む。（【資料１７】を参照） 

11) 電話通信回線：既存設備センター内の既存電話交換機より引き込む。（【資料１６】を

参照） 

12) 監視･制御回線：既存設備センター、守衛所、排水処理センターより引き込む。 

(9) 地盤状況 

参考として事業計画地周辺の地盤調査資料【資料９】、【資料１０】を添付する。 

 

５ 施設概要 

(1) 施設の規模・構造等 

1) 延べ面積：１５,０００㎡（ここでの延べ面積は建築基準法に基づくものとするが、ピ

ロティ（屋外展示空間）、テラス、庇、地下ピット、地下水槽、共同溝、駐

輪場、供給用液体窒素タンク施設、危険物保管庫、廃棄物保管庫、ごみ置場

については、これを除いて算定するものとする。） 

（上記延べ面積の増は＋２％、減は－１％の範囲内とする。） 

2) 階  数：地上７階 

3) 構  造：入札参加者の提案とする。 

 

(2) 機能・構成のあり方 

1) 設置組織 

晦十九酷僯
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６ 海洋生物資源部門 
（３分野） 
環境動態・資源解析・資源生態 

７ 
海洋科学国際共同 
研究センター 

（２分野） 
企画情報・研究協力 

８ 
先端海洋システム 
研究センター 

（２分野） 
海洋システム計測・海洋システム解析 

９ 
国際沿岸海洋 
研究センター 

 

１０ （連携分野） 
（１分野） 
生物圏環境学 

 

(3) 各階主要各室と想定床面積 

1) 各部門・センターは定員の違いによって専有面積が異なる。 

2) 部門・センター等の位置は、組織改変などにより将来変わることがある。 

3) 共同溝、ＲＩ貯留槽及び海水貯水槽並びに消防水槽等は、床下ピット内に配置すること。 

階数 部門・センター等名 各階床面積 

屋上 ＲＩ排風機室、エレベーターホール等 １３０㎡ 

７階 
海洋底科学部門 
海洋科学国際共同研究センター 
共通研究施設（地学精密分析実験室、セミナー室）等 

２,０３５㎡ 

６階 

海洋物理学部門 
海洋生物資源部門 
生物圏環境学分野 
海洋科学国際共同研究センター 
共通研究施設（物理環境実験室、セミナー室）等 

２,０３５㎡ 

５階 

先端海洋システム研究センター 
海洋生物資源部門 
海洋生態系動態部門 
共通研究施設（海洋生物培養施設、常温試料処理室、セミナ
ー室）等 

２,０３５㎡ 

４階 
海洋化学部門 
海洋生態系動態部門 
共通研究施設（総合クリーン実験施設、セミナー室）等 

２,０３５㎡ 

海洋生隊
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(4) その他附属関連施設の計画 

1) 駐輪場を設置する。 

ア 自転車やミニバイク等でのアクセスを考慮し２５０台程度の駐輪場を設置すること。 
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イ 風雨対策をとり、柏キャンパスの景観や臭気、衛生面に配慮した工作物とすること。 

ウ 建物西側の荷物積込場付近に配慮し、ごみ搬出作業等の管理動線上支障のない位置と

すること。 

 

(5) 外構計画 

1) 本施設周囲の事業計画地内の外構を整備すること。（【資料３】を参照）また、事業計

画地周辺の外構については具体的な計画を検討中であり、本事業の施設整備業務期間にお

いてその計画が実施される場合は十分な調整を図ること。 

2) ２つの屋外展示空間及びそれに挟まれたエントランス外側の前庭には、帯状広場との連

続性を保持しつつ、壁面仕上げや床面の舗装材などを工夫して、本施設の表玄関として活

気のある場を創出すること。 

3) 本施設東側の中庭は、本施設の専用庭的な性格をもった外部空間であり、芝生を主体と

した研究教育施設にふさわしい明るい空間を創出すること。 

4) 本施設西側の荷物積込場は、研究船等に各実験室等から研究機材を積み込むために１０

トントラックが３台程度待機できるものとする。また、エレベーターで搬入出できない大

型実験装置を、大型クレーン車両を用いて各階エレベーターホールに搬出する空間を確保

し、アスファルト舗装を行う。また、海洋調査で用いた機材等を水洗いできる足洗い場（Ｗ

３,５００㎜×Ｄ１,５００㎜程度）を設置すること。これらの荷捌き作業は入り口から見

えるが、むしろ本施設の活動を積極的に来訪者にも見せるべきであるという思想にたった

配置であることを理解して適切なデザイン的表現を与えること。 

5) 本施設北側の実験棟用地内に、２０トンクレーン車や２０トンコンテナ車等を用いて搬

出入する大型海洋実験機器等を保管し、さらに大型観測機器及び試料の保管等のための施

設（観測機器・試料保管棟）を建設する予定である。その観測機器・試料保管棟に必要な

インフラとして電力空配管（１００φ×３）、通信空配管（５０φ）、
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海水、大気、堆積物、生物等、地球の構成要素から「情報」を読み取り、「物」を試料

として切り取って分析・解析することが、本施設を用いて行う研究の基本的な内容である。

地球上のあらゆる海域から大量の「物」や「情報」を得るための装置の管理・運用と、得

られた「物」や「情報」の能率的な分析・解析及び合理的な保管・公開を可能にする環境

を整備することが、本事業の基本要件である。 

2) 研究組織との整合性と新しい研究展開に対する柔軟性 

ア ６部門（及び１分野）、３センターの研究室編成を考慮し、それぞれのまとまりを確

保しつつも、同時に、海洋科学の将来的な研究発展に対応して、絶えず最先端の研究環

境を提供できる施設を目指して、各室の研究教育活動に支障なく改修が行える柔軟性の

ある空間計画、建築計画、構造計画、設備計画とすること。 

イ 全国共同利用研究所として、国内外の海洋科学研究者が頻繁に本施設を利用すること

を考慮して、部外者や外国人にも分かりやすい各階の空間構成を実現すること。また、

これら研究者が利用する共通実験室は、研究技術の新たな展開に対応できる柔軟な設計媬 椑'90 飳 '90

ぁ ºT'51攔めあろを∵∵ 
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各室に備えること。この趣旨から、使用者の居る場所における機器の調節・制御を原則

とする。多様な使用者による多様な使用形態を考慮して、過度な自動制御や過度な中央

制御は避けること。 

5) 変化に対する対応性の確保 

ア 将来の研究発展に対応可能な、絶えず最先端の研究環境を提供できる施設であるため、

各部門、分野、センター間の研究教育活動に支障なく改修が行える計画とすること。 

イ 本所の研究内容や本施設の２４時間稼働を考慮し、いつでも快適で安定した研究環境

が確保できる計画とすること。 

6) 学融合の促進と居住性の向上 

ア 人と人との出会いの場を積極的に作り出す空間配置とすること。 

① １階エントランスホールをラウンジ及び展示スペースと連結させる。 

② ２階の講堂、会議室、講義室と、これらに連結するラウンジ及びホワイエには、学

術集会、会議、講義を通して人と人とが出会う空間としての雰囲気を作り出し、イン

フォーマルなレセプションのできる設備を備える。 

③ ３階以上のラウンジとテラスは、研究の合間の日常的な休息や研究談話などで人が

集う空間として、居間的雰囲気を持つ設計とする。 

④ 建物内に本所の活動を学外者に的確に伝えるため、各階の廊下、エレベーターホー

ルの壁面に海洋研究に関する試資料を展示する展示棚を設ける。 

イ 活発な研究教育活動の気配が感じられ、活気あふれる雰囲気をもつ空間とすること。

そのために、廊下と研究室や実験室の間には適度にガラス窓等を設け、室内外の人の気

配や研究活動の様子が相互に伝わる構造とする。 

7) 機能的な管理運営 

ア 専門の管理者が不在でも、施設管理に関わる各種設備の操作が可能なように、居住者

にも分かりやすい操作インターフェースの採用と取り扱い説明書の掲示をすること。 

イ あらゆる居住者が安全確保に参加できる設備を備えること。 

① 夜間や休日など、管理が手薄になる時間帯の災害に迅速かつ適切に居住者が対応で

きるように、従来の常識にとらわれることなく、警報表示装置の発報方式を工夫する

こと。 

② 警報表示装置の発報を確認した後、居住者が適切な行動をとれるように、日本語だ

けでなく英語をはじめとする外国語による行動の指示を充実させること。 

③ 居住者全員の在・不在の表示が行えるサイン（出退表示板・約１,０００人用）をエ

ントランスホールに設置すること。 

8) 安全・安心で快適な施設づくり 

ア 柏キャンパスは都心から離れて位置し、周辺が大規模公園や工業用地であることや、

居住者が教職員と大学院学生に限られることから、ひと気の少ないキャンパスである。

このような環境が居住者心理に与える影響を考慮するとともに、防犯にも配慮した設計
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③ 庇には、実験用室外装置などを設置することに配慮し外部から直接見えにくい視覚

的な配慮と、実験用室外装置からの廃熱が対流しない措置をとること。 

イ ３階より上階及び、西側については日除けを庇の先端に設置し、壁面及び低い日照が

室内へ差し込むことによる冷房負荷の逓減を図る。 
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エ 建物は、地震等に対する保有耐力を十分に見込み、「大地震動」後も構造体の大きな

補修を行うことなく建物を使用できることを目標とし、人命の安全確保に加えて機能確

保を図るものとすること。 

オ 建物の基礎については、敷地や地盤の状況を十分に把握したうえで、安全かつ経済性

に配慮した計画を行うこと。 

 

(5) 設備仕様 

1) 一般共通事項 

ア 多様な実験・教育施設に対して、適切な室内環境を整えるとともに将来的な変化や発

展性などを考慮し、更新性・メンテナンス性を重視したものとすること。 

イ 各種機器の寿命や騒音、景観への配慮から、主要機器は原則として屋内設置とするこ

と。 

ウ 風水害・落雷・停電・大火等の災害を考慮して計画すること。 

エ 本施設の各種機器の集中管理パネルを監視室に設けること。 

オ １階に配置する電気室、非常用発電機室等については、直上階に便所等の水廻りスペ

ースがないように二重スラブなどの対策を行うこと。 

カ 各種機器や配管・ダクト類については、地震時の転倒防止、防振等に配慮し、適切な

耐震措置を施すこと。 

キ 障害者に対して配慮した設備計画とすること。 

ク 設備システムについては、外部熱負荷の積極的な低減やエネルギー・資源の有効利用

により適正な機器能力を選定し、運転制御やメンテナンスが容易でシンプルな構成とす

ること。 

2) 建物管理方式 

ア 設備の管理 

① 柏キャンパス内の設備センター内にある中央監視室（以下、中央監視室という。）

は、本施設に対する防災監視機能を有し、本施設の設備機器全般の運転もしくは管理

を行えるようにすること。 

② 中央監視室では、本施設内の機器類の監視等を行えるようにすること。 

イ 技術者 

① 原則として、本施設内に有資格者の常駐を要しないものとすること。 

3) 電気設備 

ア 電灯設備 

各室・共用部等に設ける照明器具、コンセント等の設置及び配線工事、幹線配線工事

を行うこと。 

① 照度条件：【別表１】に記載の照度を原則として設定する。これに記載がない部分

については、ＪＩＳ-Ｚ-９１１０-８９によること。 
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② 照明器具：原則として照明器具管球はＨＦ３２Ｗ・ＨＦ１６Ｗとし、ダウンライト

を使用する場合は無電極電球を主体として使用する。埋め込み型を原則とし、部屋の

機能に応じグレアカットルーバー等を付加する。保守が行いやすい場所に設置するこ

とを原則とし、やむなく高所に設置する物については、昇降式照明器具や無電極電球

の採用もしくは点検用歩路等により保守が行いやすい方式とすること。 

③ 調光：【別表１】に特記する部屋は調光装置を設置する。調光は連続調光とし、そ

の室の基本となる器具を調光すること。蛍光灯を調光する場合は５～１００％調光と

すること。 

④ ラウンジ、ホワイエ、休憩室に暖色系の照明を用いて居間的雰囲気を与えること。 

⑤ 非常照明を地下ピット、及び廊下、階段、講堂に設置すること。また、これによら
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ａ 点滅方式：【別表１】にて定める点滅方法とすること。 

ｂ 各室の照明については、初期照度に対する照度補正を行う方式とすること。 

⑭ 外灯：建物周囲に外灯を設置すること。照明器具管球は無電極電球とし、点滅方式

は自動点滅器と年間スケジュールタイマーを組み合わせた自動点滅が可能な方式とす

る。地下ピット、屋外展示場、中庭、前庭、２階屋上（講義室、会議室の屋上）、屋

上、西側荷物積込場には、それぞれにふさわしい照明を設置する。器具意匠及び配置

等については柏キャンパス内の既設外灯に倣い、キャンパス全体の統一感を計った外

灯計画を行うこと。特に、本施設がキャンパス端部に位置し、周辺に人家がないこと

から防犯には十分注意すること。 

⑮ 計量区分：原則として電源盤ごとに計量すること。監視室に集中検針装置を設置し、

ネットワーク遠隔にて電源盤ごとに計量し、各室、各部門に月末に自動集計できるシ

ステムを構築する。また、各電源盤に６(1) 4)ウに示す計量システムを設置すること。 

⑯ 地下ピット、屋外展示場、中庭、前庭、２階屋上（講義室、会議室の屋上）、屋上、

西側荷物積込場に１００Ｖ電源を設置すること。 

イ 動力設備 

各空調機、ポンプ類等動力機器の制御盤の製作・配管配線・幹線配線等を行うこと。 

① 動力制御盤：原則として機械室内に設置すること。各実験室の実験機器用電源の供

：
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ｂ 低圧配電盤形式：開放型 

ｃ 遮断器：真空遮断器（電動バネ操作） 

ｄ 変圧器：モールド型（アモルファス鉄心型） 

③ 制御監視：設備センターの既存電力監視設備に接続し、状態の監視、遠隔制御が可

能な方式とする。これに伴う既存電力監視設備の改修を行うこと。設備センターには

以下の内容の制御表示を行うこと。 

ａ すべての遮断器について以下の制御監視を行うこと。 

ⅰ 遠隔制御 

ⅱ 過電流警報表示 

ⅲ 地絡警報表示 

ｂ その他警報信号を各種別について一括にて表示すること。 

ⅰ 温度上昇 

ⅱ ＰＦ断 

ⅲ ＭＣＣＢトリップ 

ⅳ 漏電 

エ 静止形電源設備 

受変電設備、監視室内（監視室内に設置するすべての監視・制御盤）の制御用電源と

して直流電源装置を設けること。 

① 蓄電池：ＭＳＥ形（長寿命型）とすること。 

② 停電補償時間：１０分間とし、非常用発電機併用とすること。 

③ 直流電源設備容量：関連法規によるとともに、受変電設備の制御を行える容量とす

ること。 

オ 自家発電設備 

各関連法令に基づく予備電源装置として設けるとともに、本施設の各室内重要負荷【別

表１】、【別表２】、【別表３】、【別表４】と監視室（監視室内に設置するすべての

監視・制御盤）、電気室（照明・コンセント回路）、各ＥＰＳ（主幹３Ｐ３０Ａ程度の

１００Ｖ非常用コンセント盤）、エレベーター、各給水ポンプ設備、飼育ブロアーポン

プ、テレビ共同受信設備、電子計算機・ネットワーク機器等への停電時送電用として設

置すること。発電機出力としては３００ＫＶＡを想定する。 

① 形式：屋内設置型とすること。 

② 原動機：エンジン方式は設置場所・運転時間等を考慮して選定すること。連続運転

時間は１２時間以上とすること。専用燃料タンクを設ける場合は、事業計画地内（本

事業で外構仕上げを整備する範囲）に専用タンクを地中埋設にて設ける。 

③ 燃料備蓄量：燃料は軽油とし、１２時間以上連続して運転が可能な燃料を本施設内

に蓄えられる方式とすること。 

④ 騒音：煙道出口１ｍにおいて６５ｄＢ以下とし、その他関連法規を満たす方式とす
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ること。 

⑤ 煙突は、柏キャンパス周辺への影響を考慮し屋上まで延伸すること。 

カ 避雷設備 

建築基準法に基づき設備すること。 

キ 構内交換設備 

本施設内の各所及び本事業に関連して延伸する共同溝内の配管配線等を行うこと。ま

た構内専用ＰＨＳも設備すること。 

① 交換機：設備センター内の既存電話交換機を利用すること。有線電話回線（一般電

話、多機能電話）、構内ＰＨＳ電話回線については、本施設に必要な回線分のパッケ

ージを増設するとともに、構内ＰＨＳのアンテナ（以降「ＣＳ」という。）の設置も

行い、本施設内全域と【資料４】に示す本事業に関連して延伸する共同溝内を包含す

る。本事業に伴う課金装置を含めたすべての交換機のデータ設定も行うこと。 

② 中継方式：ダイヤルイン方式とすること。 

③ 電話器設置個所：一般電話、多機能電話、構内ＰＨＳ端末を【別表１】、【別表２】

に記載する個所に設置すること。 

④ ２次側配線：配管配線及びモジュラージャック設置を原則とすること。 

⑤ 端子盤：各階のＥＰＳ内設置を原則とすること。多くの電話器を設置する場所に関

しては室内に端子盤を設置する。端子盤は、盤内にセパレータを設け、他の通信設備

と共用することができること。 

⑥ 外部からの各出入口には、内部との連絡用に内線電話機を取付けられるように機器

収納箱及び配管配線等を設置すること。 

ク 構内情報設備 

配線の敷設に当たっては、機器の接続や配線の取り回しが容易なように、いずれも余

裕を持った長さを両端に有すること。全体の構成については、「ネットワーク構成図」

【資料１４】を参照し、本施設として一体的なネットワーク環境を実施すること。 

① 物性研究所６階のＬＡＮＨＵＢ室よりＧＩ２４Ｃ＋ＳＭ８Ｃを共同溝を経由して引

き込み、本施設２階の電子計算機室内に設けられるネットワーク室に光成端箱を設け

ること。 

② ネットワーク室から各階２個所のＥＰＳへ１０ＧＢａｓｅ-ＬＲに対応した光ケー

ブルをそれぞれ配線する。同様に、上下階及び同階のＥＰＳの間に光ケーブルをそれ

ぞれ配線すること。光ケーブルは１９インチラック内で成端し、コネクタを取付ける

こと。 

③ ＥＰＳ内に設置の１９インチラックは常時商用電源、停電時は自家発電設備から電

源供給できるようにすること。また、ルーター用ＵＰＳを設置すること。 

④ 各室（講堂やホールなどを含む）の全域において良好な無線通信環境が得られるよ

うに、必要な数の無線ＬＡＮアクセスポイントを適切に設置すること。アクセスポイ
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ントから最も近いＥＰＳへＵＴＰケーブル（Ｃａｔ６）を配線し、ＥＰＳ側の末端部

にはアクセスポイントの位置を示すタグを付けること。 

⑤ 【別表１】に記載する各室のハブ収納箱（電源盤）から各階において最も近いＥＰ

ＳへＵＴＰケーブルＣａｔ６-２４Ｐ（Ｃａｔ６×６本）を配線し、ＥＰＳ側の末端部

には部屋番号のタグを付ける。同様に、上下階及び同階のＥＰＳの間にＵＴＰケーブ

ル（Ｃａｔ６-２４Ｐ）を配線し、タグを付けること。各ＵＴＰケーブルの両端は、色

分けやタグなどにより部屋とＥＰＳの間での対応が付くようにする。ハブ収納箱（電

源盤）は電源コンセントを備えること。 

⑥ 情報コンセントの設置種別、取付け個数及び位置は【別表１】による。各室の情報

コンセントからハブ収納箱（電源盤）にＵＴＰケーブル（Ｃａｔ６）を配線し、情報

コンセントと対応づけられるようにタグを付けること。 

ケ 拡声設備 

消防法に定める非常放送及び業務放送兼用設備とし、監視室にアンプを設置すること。 

① アンプ仕様：関係法規に定める内容を原則とする。 

② 回線数：非常放送は関係法規による。業務放送機能は原則として各階別、及び室内

とそれ以外に分けることを原則とする。また、観測機器・試料保管棟への予備回線も

見込むこと。 

③ スピーカー等：天井埋め込み型を原則とし、部屋単位に壁付音量調整器を設けるこ

と。また、専用のＡＶ設備を設置する部屋には非常放送カットリレーを設置すること。 

コ 警報設備 

① 便所、シャワー室等警報設備 

便所、シャワー室、休憩室に警報用押しボタンを、その周囲に現場表示灯・ブザー

を設置すること。監視室、既存設備センターに警報表示盤を設ける。 

② 多目的便所警報設備 

多目的便所に警報用押しボタンを、その周囲に現場表示灯・ブザー・復旧ボタンを

設置すること。監視室、既存設備センターに警報表示盤を設ける。警報表示盤は、上

記①の表示盤と共用する。 

サ テレビ共同受信設備 

アナログ及びデジタルに対応したテレビ共同受信設備を設置し、本施設内の直列ユニ

ットの設置及びその間の配管・配線を行うこと。 

① 設置アンテナ種別：ＵＨＦ・ＶＨＦ・ＢＳ・１１０゜ＣＳの各アンテナを設置する

こと。 

② 直列ユニット設置場所：【別表１】による。 

③ 機器：双方向型とすること。 

シ 火災報知設備 

関係法規に基づくとともに下記内容により設置すること。監視室に主受信機を設置す
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る。また、主受信機の全内容を設備センターに表示する。これに伴い、設備センター内

火災報知設備の改修を行うこと。 

① 受信機：ＧＲ型受信機（自動診断機能付）とすること。 

② 感知器：関係法規により設置し、保守が行いやすい場所に設置すること。ただし、

初期発見の観点から、一般的に煙火災の多いとされている図書室、電気室、電子計算

機室、計算機を主に用いる実験室（ドライラボ）、ＥＰＳ等には、煙感知器を設置す

ること。 

③ 都市ガス漏れ感知器：都市ガス使用場所に設置し、監視室に監視盤を設置すること。

また、同様の内容を設備センター内の副受信機にも表示すること。 

④ 液体窒素を運搬及び使用するため、人荷持用エレベーター、２階低温室内に安全面

に配慮した酸素濃度モニター装置等の設備を計画すること。 

ス 監視カメラ設備 

本施設すべての建物出入口付近に監視カメラ装置を設置すること。 

① カメラ設置個所：本施設の出入口、各階エレベーターホール、エレベーターかご内、

各階の階段室近辺。 

② モニター設置個所：監視室にモニター装置・カメラ制御装置を設置すること。 

③ 記録装置：デジタル方式にて２週間程度録画できること。 

セ セキュリティ（電気錠）設備 

全国共同利用研究施設である本施設は、所内外のさまざまな大学院生や研究者が短期

・中期的に安全に研究できる施設を提供する責務を負い、ＲＩ実験室、飼育施設、低温

室などの共通利用施設やさまざまな試薬、高圧ガス、供給用液体窒素タンク等を使用す

る。そのため、防災、防犯（破損・盗難）、安全確保の観点から、本施設が２４時間休

みなく安全に稼働できるために、従来の一般的なカギによる施錠方式だけでなく電気錠

を用いたカード（非接触型）による施錠方式を取り入れたセキュリティシステム（以降

「カード錠」という。）を構築すること。ただし、停電・故障等緊急時対策として従来

型のカギ（シリンダー・サムターン）の機能も有すること。 

① 各室にカードリーダーによる施錠が可能な電気錠とカード読み取り装置を設置し、

各室ごとに施錠の設定・制限・スケジュールコントロール（入退出管理エリアにおい

ては入退出履歴管理を含む）ができ、これらの設定・制御等を一元管理できるシステ

ムを構築すること。 

② 各カード錠装置の監視制御盤は監視室に設置し、その故障表示が設備センターにも

出るようにすること。 

③ 外部出入口の電気錠は、本施設内線電話機による暗証番号の入力により解錠可能と

すること。 

④ カード錠の施錠管理方式 

ａ 平日・夜間・休日・祝祭日の本施設への入館は、平日夜間・祝祭日はランダムテ
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等の装置で構成し、スムーズで自然な動きを再現する高品質な遠隔講義システムを構

築すること。遠隔講義システムの詳細は【別表２】による。 

テ エレベーター設備 

エレベーターは、以下の仕様の機器を本事業にて設置すること。 

① 設置台数及び仕様 

ａ 一般用１１人乗り、 ７５０ｋｇ、９０ｍ/分、８個所停止 １台 

（身障者仕様・扉幅９００㎜） 

ｂ 人荷用２３人乗り、１５００ｋｇ、９０ｍ/分、８個所停止 １台 

（身障者仕様・扉幅１４００㎜） 

② 管制・制御仕様 

ａ 群管理、停電・地震・火災の各管制制御を行う。 

ｂ 監視室に管制盤を設置すること。 

ｃ リモートメンテナンス機能を設けること。接続先は事業者の提案による。 

4) 機械設備 

ア 一般事項 

① 各室の設計条件 

ａ 研究・実験等を行う各室の室内有効面積を確保し、将来の変化に対応できるよう

に、本施設全面に廻した庇に給排水管等を収めること。 

ｂ 二重床内に設備スペースを確保できない場合は、床面に設備埋め込みボックス（給

水、排水、都市ガス一体型）を適宜設け、実験器具等の変更に容易に対応できる設

備とすること。 

ｃ 各室の設計条件は、【別表１】、【別表２】、【別表３】、【別表４】によるこ

と。 

イ 設計内容 

① 空調設備 

ａ 対象室は、【別表１】、【別表２】による。 

ｂ 設計温湿度：外気条件・室内条件は、Ⅱ３適用基準等によるものとし、特殊条件

については【別表１】、【別表２】によること。 

ｃ 空調方式の計画に当たっては、本施設の基本理念や諸条件に則り、各室単位で任
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し、空調方式によっては、両方採用すること。 

ｆ 省エネルギー措置 

ⅰ 可能な限り自然換気を行えるよう計画すること。その際、強風が吹くことに留

意し、快適な室内空間になるようにすること。 

ｇ その他 

ⅰ ＰＡＬ/ＣＥＣ値を算出すること。 

ⅱ 換気設備を含めた空調のライフサイクルコスト（ＬＣＣ）を算出すること。 

② 換気設備 

ａ 対象室は【別表１】による。 

ｂ 換気方式 

ⅰ 換気方式の計画に当たっては、本施設の基本理念や諸条件に則り、最適な方式

を選定すること。結露防止策を考慮すること。空調する部屋は、原則として全熱

交換器付換気設備（普通換気付）とすること。各実験室は第１種換気（換気回数

５回/ｈ）を基本とし、換気に伴う外気導入は比色法６５％以上のフィルター設置

とすること。 

ⅱ 実験室等のエアーバランスに留意し、最適風量制御を講じること。 

ⅲ ドラフトチャンバー、卓上フード、排気機能付実験台、天蓋フード等（以降「実

験用排気装置」という。）の排気は、メカニカルシャフト面にダクトを敷設して

屋上に排出し、周囲の環境を考慮したスクラバー等の排ガス除去装置を設置する

こと。また、排ガス除去装置は、維持管理を考慮した設備とすること。 

ⅳ 実験用排気装置は、排気装置１台に対し給気ファン１台、排気ファン１台、ス

クラバー１台、給気フィルター１台、外気処理空調機１台による個別制御方式と

すること。 

ⅴ 実験用排気装置には、排気量と同程度の外気を自動的に給気して、室内の静圧

を一定に保つ換気制御システムを備えること。 

ⅵ 実験用排気装置の排気相当分の外気導入については、【別表２】に記載がある

部屋については外気処理空調機により温湿度の調整を行うこと。また、省エネル

ギーにも配慮し、春、秋等の中間期は個別にオン・オフ制御が行えるようにする

こと。 

ⅶ ドラフトチャンバー及び卓上フードには、極力エアーカーテン方式を採用し、

ダクト設備には、給排気ダクトを設置して排気側は単独にすること。また、実験

用排気装置の詳細は、【別表１】、【別表２】、【別表３】によること。排気ダ

クトの材質は耐食性を十分考慮した材質とすること。 

ⅷ 実験室内の静圧は、上記ⅴの方式により常に一定に保つこととするが、補助的

な機能として、実験室内が陰圧にならないように容易に交換可能なフィルター付

の開口部（ダンパー付）を部屋の廊下側に設置すること。 
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③ 排煙設備 

ａ 建築基準法による。 

④ 自動制御設備 

ａ 本施設内の監視盤の警報を一括表示する盤を中央監視室に設置し、空調（監視盤

別一括）、衛生（各水槽満減水警報、ｐＨ異常警報及び監視盤別一括）、その他主

要設備ごとの一括警報を表示すること。 

ｂ 本施設内に各設備方式に応じた適切な監視設備を設け、監視室、設備センター、

その他に適宜監視盤を設置して各機器の監視を行なうこと。 

ｃ 各室空調機は、監視室、設備センター内の集中管理装置により強制停止やスケジ

ュール制御を行えるようにすること。また、室内側空調機スイッチで、強制停止制

御を解除し再起動できるものとすること。 

ｄ 計量システムを計画すること。 

給水・ガスについては、各階ごとの計量区分とすること。空調・換気用動力につ

いては、各室で直接計量もしくは按分できること。 

⑤ 衛生器具設備 

ａ 衛生器具の形式 

ⅰ 衛生器具は、公共施設を配慮した仕様（形式、色）を選定すること。 

ⅱ 室の使用状況、内装の程度によって適宜仕様を選定すること。 

ⅲ 清掃等維持管理に配慮して器具を選定すること。 

ⅳ 省エネルギーに配慮した自動水栓、自動洗浄弁を検討すること。 

ⅴ 洋風便器については、温水洗浄便座を選定し、洗浄水については中水（再生水）

とし、洗浄便座用給水（上水）と区別すること。 

⑥ 給水設備 

ａ 給水負荷 

ⅰ 研究・実験等を行う各室の規模を考慮し、使用量変化と最大負荷に留意して仕

様を決定すること。 

ｂ 給水方式 

ⅰ 供給系統は、上水・中水・井水の３系統とする。 

ⅱ 設備センターから圧送方式で【資料６】に示す分岐位置まで供給される。それ

以降の配管は、本事業において延伸する共同溝内に敷設する。なお、設備センタ

ーにおける各系統の送水圧力は次のとおりである。 

・ 上水：０.４５ＭＰａ 

・ 中水：０.４５ＭＰａ 

・ 井水：０.２ ＭＰａ 

ⅲ 中水は、井水と実験排水再利用水を水源としており、便所の洗浄水に利用する
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こと。 

ⅳ 屋外展示場、中庭、前庭、西側荷物積込場に、上水及び井水設備を設置するこ

と。 

⑦ 排水設備 

ａ 排水方式 

ⅰ 屋内排水は、以下のように系統を分離し、本施設直近の屋外排水管（桝）に接

続すること。【資料７】と【資料８】を参照。 

排水の種類には、汚水、雑排水、実験系排水（機器冷却水、薬品系４次洗浄水、

濃厚廃液、１次～３次洗浄水、その他の実験排水）、空調ドレン、雨水がある。

各室からの排水は雑排水、実験系排水に分けて排出し、メカニカルバルコニーに

設置する各種排水縦管へ接続すること。また、将来の排水用途変更に対応できる

接続口を各階に設けること。 

ⅱ 屋外排水においては、汚水・雑排水は合流方式とし、【資料８】に示す汚水管

に接続し、公共下水道へ放流する。実験系排水のうち機器冷却水と薬品系４次洗

浄水は、【資料８】に示す実験排水管に接続する。実験系排水のうち、濃厚廃液

と１次～３次洗浄水は回収して処理し（即ち、配管設備は不要である）その他の

実験排水は、適切な処理を講じて雑排水として【資料８】に示す汚水管に接続す

る。雨水は原則として地下浸透方式で処理し、同様に空調ドレンも屋外浸透桝に

て浸透処理する。なお、湧水は雑排水系とする。 

ｂ 実験系排水処理方法 

ⅰ 機器冷却排水と薬品系４次洗浄水を既設排水処理センターで処理し、中水とし

て再利用する。 

ⅱ 機器冷却排水と薬品系４次洗浄水については、モニター排水槽を設けて水質ｐ

Ｈ値の検査を行った後、送水槽からポンプアップして共同溝内の実験排水管に接

続する。モニター排水槽におけるｐＨ異常時には、監視室の警報盤経由で設備セ

ンター、中央監視室に警報を出すとともに、同槽からの放流を停止し緊急貯留槽

に切替える制御を行う。 

ⅲ その他の実験排水とは、中水として再利用ができない実験室内の床排水や飼育

水槽からの排水である。また、このうち土砂・泥水等が混入する恐れがあるもの

は、接続する雑排水設備に支障をきたさないような適正な処置を講じること。 

ⅳ その他の実験排水にも、上記ⅱと同様に、ｐＨ値の監視を行うこと。 

⑧ 給湯設備 

ａ 給湯負荷：実験等施設の規模を考慮し、使用量変化と最大負荷に留意して仕様を

決定すること。 

ｂ 供給個所：【別表１】による。 

ｃ 給湯方式：方式の選定に当たっては、各室の利用形態等に応じて適切に行なうこ
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を使用した什器類は極力避け、解体時においても環境汚染が生じないものを選択するこ

と。 

2) 設置・施工 

ア 給水、排水、ガス、電源、情報、給気、排気設備等、各什器類に必要なインフラを構

築し接続すること。また、給水設備の接続には止水栓（逆流防止弁付）を取付けること。 

イ サイド実験台等については、各室の内壁仕上面の凹凸や壁面配管等を現場で調査し、

採寸等を行い、設置場所に最適な形状等に加工し不必要な隙間等の発生を防ぐこと。 

ウ 現在本所にて使用し移設する予定の機器・備品等（以下「既存物品」という。）と什

器類の結合には、既存物品等に加工を施すのでなく、専用部材を別途用意することで設

置すること。 

エ 什器類の表面素材、表面色は、各室の居住者との打合せにより決定すること。 

オ 地震時の転倒防止、防振等に配慮し、什器類に適切な耐震措置を施すこと。 

3) その他 

ア すべての什器類、各室に大学が調達し設置する予定の機器・備品等（以下「大学調達

物品」という。）既存物品の調査を、各室の居住者に対して行い、本施設にて使用する

すべての機器備品の機種や仕様などの必要情報を記入した調査表を作成し提出すること。 

イ 各室の什器類、大学調達物品、既存物品等を含めた総合図（プロット図）を作成し提

出すること。 

ウ 本事業の実施に密接に関連する工事や大学調達物品、既存物品等の搬入据付業務があ

る場合は、工程等の調整を十分に行い、本工事及び本事業全体の円滑な進捗に努めるこ

と。 

 

(7) 将来の増築を想定した施設計画 

将来の増築が計画されている本施設北西エリアと連携した利用を想定した施設計画とする

ことが望ましい。 

 

７ 各エリアの要求水準 

(1) 共通事項 

各室（エリア）における用途及び補足事項を以下に示す。また、主要な各室（エリア）の

面積・室数等の一般事項、及び内装や設備等の事項については、後述の【別表１】、【別表

２】、【別表３】、【別表４】に一覧表形式で示す。 

1) 非実験室（教員室や学生室等の実験室以外の各居室） 

ア 教員室・学生室等 

① 下記の基本性能によるほか、詳細は別表による。 

② 廊下側の扉は、通風量が調節できることと開閉時の衝突がないことから、原則引き

戸とする。搬入時等に大きな開口を確保するため親子扉とする。親扉は引き戸、子扉
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は開き戸とする。室内と廊下の視認性を確保する。 

③ 扉の横に、各種機能がシステム化されたパネルを設けること。廊下側には室名札、

カード錠、掲示等、室内側には電源盤、計量システム、スイッチパネル等の機能を持

たせる。室内の空調や照明制御システムの変更に対応可能とする。 

④ 外壁側の窓は引き戸（網戸付）とし、ブラインドを設置すること。 

⑤ 外壁面は、将来、配管・ダクト等を容易に貫通できる断熱性のあるパネルとするこ

と。 

⑥ 各室間及び廊下との界壁は遮音壁とする。遮音性能は、遮音等級Ｄ-３５以上とする

こと。室内騒音の設計目標値はＮＣ-３５かつ４０ｄＢＡ以下とすること。 

⑦ 各室の一部壁面にピクチャーレールを設置すること。 

イ セミナー室 

① 本所内で開催するセミナーや小規模の講演、講義、研究運営のための委員会、ミー

ティングを行うためのスペースである。 

② 廊下側の扉は、通風量が調節できることと開閉時の衝突がないことから、原則引き

戸とする。搬入時等に大きな開口を確保するため親子扉とする。親扉は引き戸、子扉

は開き戸とする。室内と廊下の視認性を確保する。 

③ 扉の横に、各種機能がシステム化されたパネルを設けること。廊下側には室名札、

カード錠、掲示等、室内側には電源盤、計量システム、スイッチパネル等の機能を持

たせる。室内の空調や照明制御システムの変更に対応可能とする。 

④ セミナー室と廊下の間には、ガラス窓等を適度に設ける。ただし暗転できること。 

⑤ 各室間及び廊下との界壁は遮音壁とする。遮音性能は、遮音等級Ｄ-４０以上とする

こと。室内騒音の設計目標値は、ＮＣ-３０かつ３５ｄＢＡ以下とすること。 

⑥ 隣接するラウンジと一体的な利用ができるようにすること。また、セミナー時には

視聴覚的に独立した部屋として使用できること。来客の利用も考慮し、エレベーター

ホール付近に配置すること。 

2) 実験施設 

ア 実験室等 

① 下記によるほか、詳細は別表による。 

② 廊下側の扉は、扉は通風量が調節できることと、開閉時の衝突がないことから、原

則引き戸とする。搬入時等に大きな開口を確保するため親子扉とする。親扉は引き戸、

子扉は開き戸とする。室内と廊下の視認性を確保する装置として、子扉はガラスとす

る。 

③ 扉の横に、各種機能がシステム化されたパネルを設けること。廊下側には室名札、

カード錠、掲示等、室内側には電源盤、計量システム、スイッチパネル等の機能を持

たせる。室内の空調や照明制御システムの変更に対応可能とする。 

④ 外壁側の窓は引き戸（網戸付）とし、ブラインドを設置すること。 
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⑤ 外壁面は、将来、配管・ダクト等を容易に貫通できる断熱性のあるパネルとするこ

と。 

⑥ 各室間及び廊下との界壁は遮音壁とする。遮音性能は、遮音等級Ｄ-３５以上とする

こと。室内騒音の設計目標値はＮＣ-４０かつ４５ｄＢＡ以下とすること。 

⑦ 各実験室の排気装置の制御方式は排気量と同じ量の外気を自動的に給気するシステ

ムにより各室内の静圧を常に一定に保つこと。また、実験用排気装置の排気相当分の

外気導入については指定がある部屋は温湿度の調整を行うこと。詳細は別表による。 

⑧ 精密な計測や実験を行うため、他の実験装置や空調機等の振動に影響されない床の

性能を保つこと。 

⑨ 本事業においてユニット型の低温室、恒温恒湿室、除振台、クリーンルームなども

設置するが、将来の用途変更や維持管理面の容易さを考慮し、システム天井が望まし

い。また、床とスロープや段差が発生しないことが望ましい。 

⑩ 水漏れ、騒音、振動、臭気、粉塵、その他安全・衛生面に十分配慮すること。 

イ 海洋生物飼育施設 

① 上記アに定めた事項のほか、海水を使用することから、内装、設備等すべてを重塩

害地仕様とすること。ただし分析室（３階飼育分析室）については下記⑪に別途定め

る。 

② 分析室以外の全室を床排水とする。多量の水を流すことができるよう、排水溝を備

え、安全と衛生に配慮して着脱式のＦＲＰグレーチングで覆うこと。特に、多量の排

水時に、廊下側には決して漏水が起こらないよう扉に沿って横断側溝を設置するなど

の十分な配慮をすること。 

③ 内装、設備、壁面などすべてを防水仕様とすること。 
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⑩ 主飼育室の大型水槽用の加熱冷却ポンプユニットを設置する屋外空間（Ｗ８,０００

㎜×Ｄ３,０００㎜×Ｈ３,０００㎜程度）を備える。屋外空間は風雨が直接当たらな

い工夫と、外から直接見えにくい視覚的に配慮した空間を設置すること。他の部屋に

ついても、室外機の設置場所に留意すること。また、地下ピットに設置する海水貯水

タンク（１５㎥以上３基）への給水は、本施設西側の荷物積込場から行えるようにす

ること。 

⑪ 分析室には、上記アに定めた他の実験室と同様、精密な化学分析に耐えられる仕様

とし、他の飼育室とは異なる配慮をすること。 

⑫ その他、照明や温度管理、換気、給排水に関する要望の詳細は、別表による。一部

の部屋は窓無しとする。主飼育室と機械室以外の１階各室については、外部へ出られ

る扉を設けることはしない。 

ウ ＲＩ（ラジオアイソトープ）実験室 

① 放射線障害防止法による。詳細は別表及び【資料１１～１３】による。 

② ＲＩ実験室の外側における放射線の線量が、法律の定める線量以下になるように遮

蔽壁を設けること。 

③ ＲＩ実験室内の常時人が立ち入る場所における放射線の線量が、法律の定める線量

以下になるように遮蔽壁を設けること。 

④ 汚染検査室に洗浄設備と更衣設備を設けること。 

⑤ 大雨や洪水等でも浸水しない構造とすること。 

⑥ 貯蔵室と廃棄物保管室は耐火構造とし、その他の部屋の主要構造部は耐火構造とす

るか不燃材料で作ること。 

⑦ 壁と床には耐水、耐化学薬品、不燃性の仕上げ材料を用い、汚染しにくく除染しや

⑦) 貯蔵室と廃棄物保管室は戴を遂宕め褒服備と控慈件用暴らぱそ設蒸も整場と控するこ

⑦* 貯蔵室と廃棄物保管室は戴排水、ぱ（に絶内の妾行外機の給設絵は析すそぱ〉＆プ｜

⑦+ 分数物保管室は戴外空叛ら溜設を遂鉛でがっ に上３菊、そを川行３é上３側にお∵ 

るゥ Ｒウはプ〉⊆プ《

① 放室につけめピ ら生設管ラウぬ－へば度湿管慈件でｌ暴らどと。ま細は別表及よる

④  放 械 能 に 川 圏 浄 練 ピ ら 側 貫 菊 の 像 ｌ と 憲 こ と 。 他
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③ 畳部分は、ふすまやカーテン等で２つに分けられるようにすること。 

④ 踏込部分は、更衣スペースと給湯スペースで構成し、パーティションで区切る。 

⑤ 非常警報設備を設けること。 

タ 本施設の共通施設として各階中央部に「トイレ給湯室等」として、便所、給湯室、シ

ャワー室、製氷・洗濯室、コピー室、ごみ・自動販売機置場、緊急シャワーを設置する

こと。機能面に配慮し、雑然とした空間になりがちな共通施設を整然と保つようなデザ

インによる配置計画を行うこと。 

① 便所（男子、女子、車椅子対応） 

ａ 多目的便所には、車椅子使用者用便所を設けること。 

ｂ 覗き見等の犯罪行為がおきにくく、対処しやすい構造であること。 

ｃ ブースの下部、上部のアキを作らないこと。 

ｄ 非常警報設備を設けること。 

ｅ 女子便所を極端に奥に配置しないこと。 

ｆ 床・壁の仕上げは、タイル張りとすること。 

ｇ 便器の排水音に配慮し、擬音の流せる機能を備えること。 

ｈ 手洗い場には、温風乾燥機を設置すること。 

② 給湯室 

ａ キッチンカウンター（電磁調理器付）、換気フードを設けること。 

ｂ 収納棚、電気ポット、電子レンジ、製氷器、冷蔵庫を設置するスペースと設備を

確保すること。 

③ シャワー室 

ａ 教員、学生、職員がリフレッシュする目的で、男子、女子別々に各階１個所程度

設置すること。 

ｂ シャワー室はシャワーブースと更衣室とで構成し、更衣室側には非常警報設備を

設けること。 

④ 製氷・洗濯室 

ａ 実験で用いる製氷器１台と白衣、作業着等を洗う洗濯乾燥機１台程度を設置する

スペースと設備を確保すること。 

ｂ 機器から発する騒音、振動、湿気に配慮すること。 

⑤ コピー室 

ａ カラー複写機１台、シュレッダー１台、作業机、コピー用紙やトナー等の収納棚

を機能的に設置するスペースと設備を確保すること。 

⑥ ごみ・自動販売機置場 

ａ 各階にごみ箱（９０リットル、キャスター付）るÄㇻ  ａ 多目的便甶



 （４１）

ｃ 自動販売機（電気、給水供給タイプ）１台を設置するスペースと設備を確保する。 

⑦ 緊急シャワー 

ａ 薬品等が頭、肌、目等に付着した場合に洗浄するための装置を設置すること。 

チ 屋外展示空間１、屋外展示空間２ 

① 帯状広場の突き当たりに、柏キャンパス利用者へ海洋研究の情報を発信する場所を

設けること。 

② 室内に展示できない大きな海洋観測機器等を展示する。 

③ 歩行空間としての照明以外に、展示用の照明を設けること。 

④ 外気に接しても面しても可能な物を展示するのでショーケースは必要としないが、

盗難や転倒を防止するための設備として、天井、床面にステンレス製フックを升目状

に規則的に設置すること。 

⑤ 電力と給水を備えたイベント盤を屋外壁面に埋め込んで設置すること。 

ツ 屋上 

① 騒音防止、景観維持、及び安全確保の観点から、室外機、ドラフトチャンバー排気

ダクトの高さのパラペットで本施設の周囲を囲む。 

② 屋上は自然観測装置などの設置場所としても利用することから、機器の転倒を防止

するための設備として、床面にステンレス製フックを升目状に規則的に設置すること。 

③ 電力、ネットワーク、給水を備えたイベント盤を、屋外壁面に埋め込んで設置する

こと。  
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オ 本要求水準書の部屋番号は本事業計画用に作成した仮の番号である。運営時に用いる

部屋番号は事業者がサイン計画、間仕切り変更、増設、建物維持管理面など総合的な見

地から提案し、それに沿って建具、電源盤、ケーブル札、給水札、照明器具、空調機を

はじめすべての機器・備品、什器類に至るまでコード番号を設置すること。 

カ コード番号で管理するうえで必要な機器型番などの各項目は、維持管理業務、施設管

理台帳、長期修繕計画に必要な項目を保全履歴データにて作成し提出すること。 

キ 要求水準、事業者提案、基本設計、詳細設計、竣工の各段階に要求水準と比較した設

計条件整理表（変更項目がある場合は変更理由、議事録、総合図（プロット図）、変更

前後の変更個所を明記した図面等を添付）を作成し提出すること。 

ク 業務に必要と判断した場合は、地質調査を行うこと。 

ケ 設計図書等の表記方法については、本施設担当者と協議すること。 

コ 官庁協議及び消防協議の結果は、必ず大学へ書面にて報告すること。 

2) 設計図書 

ア 基本設計及び実施設計完了時には設計図書を本施設担当者に提出し、確認を得ること。
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Ⅲ 維持管理業務に関する要求水準 

 

１ 目的 

東京大学（海洋研）総合研究棟施設として性能基準で示された機能及び研究教育に支障がな

い環境を保つよう、建物及び建築設備等の機能及び状態を常時適切に維持管理する。 

 

２ 一般事項 

(1) 事業者の業務範囲 

維持管理業務の区分及び内容は以下のとおりとする。 

1) 建物保守管理業務：建築物の点検、保守、修繕及び更新を行う。 

2) 設備保守管理業務：建築設備の運転、監視、点検、保守、修繕及び更新を行う。 

3) 清 掃 業 務：対象施設内及び外部の環境、衛生を維持し、快適な空間を保つため

の清掃を行う。 

 

(2) 業務実施の考え方 

業務の実施に当たっては、前項で定める業務について、事業期間を通じて以下の事項にし

たがい、定められた業務水準を維持すること。 

1) 維持管理は、重要な建物の部位及び設備等については予防保全を基本とし、劣化等によ

る危険・障害の未然防止に努めること。 

2) 施設環境を良好に保ち、施設利用者の健康被害を防止すること。 

3) 建築物（付帯設備を含む）が有する性能を保つこと。 

4) 省資源、省エネルギーに努めること、及び環境汚染等の発生防止に努めることによって、

総合的に環境負荷の低減を図ること。 

5) ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の削減に努めること。 

6) 建築等の財産価値の確保を図ること。 

7) 故障等によるサービスの中断に係る対応を定め、回復に努めること。 

8) 省エネルギー法で作成すべき管理標準と齟齬がないようにすること。 

9) 1)～8)の項目について、事業期間中の工程を研究教育に支障にならないように定め、大

学側の施設管理担当者に確認の上実施すること。 

 

(3) 作業従事者の要件等 

1) 業務実施に当たり、法令等により資格を必要とする場合には、有資格者を選任し行う。 

2) 従事者は、各業務水準の要求を満足するように業務を行うものとする。なお、施設が業

務水準で示した内容を満足しない状況が発見された場合は、別に定める方法により、大学

担当者に連絡するとともに、必要な措置を講ずる。 

3) 従事者は、各事業種別にふさわしい服装及び装備をし、運転・監視を行うものとする。 
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(4) 非常時・緊急時の対応 

非常時、緊急時の対応はあらかじめ大学側と協議し、業務水準を踏まえた計画書を作成す

る。事故等が発生した場合は、計画書に基づき直ちに必要な措置を講ずるとともに、関係機

関及び大学側に報告する。 

 

(5) 法令等の遵守 

維持管理等の実施に当たっては、以下の基準類に準拠するとともに、その他関係法令等を

遵守すること。 

1) 建築保全業務共通仕様書（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

2) 文部科学省保全業務仕様書 

3) 製造メーカ及び施工業者による保全仕様書 

 

(6) 業務計画書の作成 

1) 上記関係法令等を充足し、かつ業務実施の考え方を踏まえた維持管理業務計画書（以下

「業務計画書」という。）を作成し、その業務計画に基づき業務を実施する。 

2) 各種管理記録等を整備・保管し、大学側の要請に応じて提示すること。 

3) 業務計画書には、年間スケジュール及び業務体制についてあらかじめ大学側の施設管理

担当者に確認の上整理すること。 

 

(7) 施設管理台帳の作成 

施設管理台帳を整備・保管し、大学側の要請に応じて提示すること。 

管理台帳を提示する際には、管理標準との整合を図り、基準値や設定値及び判定値を明示

すること。 

 

(8) 点検及び故障等への対応 

1) 点検及び故障等への対応は、業務計画書にしたがって速やかに実施すること。（法令点

検を含む） 

2) 施設の修繕記録、設備の運転・点検記録を取ること。 

3) 事業者は建築施設、外構施設の故障を発見したら、速やかに大学側の施設管理担当者に

報告すること。なお、軽微なものについては、後日、運転・点検記録の提出をもって報告

に代えることができる。 

4) 事業者は大学側の施設管理担当者に報告するとともに、直ちに適切な処理を行うこと。 

5) 運転時間の調整が必要な設備に関しては、大学側の施設管理担当者と協議して運転期間

・時間等を決定すること。 

6) 点検により設備が正常に機能しないことが明らかになった場合は、適切な方法により対
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応すること。 

7) 修繕等において設計図書に変更が生じた場合は、変更個所を反映させておくこと。 

 

(9) 費用の負担 

業務に要する費用は、事業者の負担とする。また、業務に伴う消耗品は事業者が負担する

こと。（ただし、管球並びにトイレットペーパー及び水石鹸等の衛生消耗品は、大学より支

給する。） 

大学が事業者に支払うサービス購入費のうち維持管理費相当に対応する年間の費用は、２

５百万円（消費税等を含まない。）以下とする。 

 

(10) 用語の定義 

1) 運転・監視
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画書を作成し、実施する。 

2) 修繕等が必要と思われる場合は、迅速に調査・診断を行い事業者の責任範囲であれば至

急修繕を実施する。また、責任範囲が明確でない場合は、大学とその責任と負担を協議の

上、修繕等を実施する。 

3) 実施業務の結果を記録する。 
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カ 都市ガス 
① 都市ガスの本管がしっかり固定され、完全に漏れがない状態を維
持する。 

② すべての安全装置と警報装置が正しく機能するようにする。 

キ 水処理装置 
① 正しく機能し、漏れが一切ないような状態を維持する。 
② システムに適した処理剤を使う。 

ク 給湯 

① すべての配管、温水器、貯蔵タンク、ヒーター、ポンプ、バルブ、
蛇口、その他の機器がしっかりと固定され、空気、水、煙の漏れ
が一切ないような状態を維持する。 

② すべての制御装置が機能し、効率を最大にしながら正しく調整
されているようにする。 

ケ 空調、換気、排
煙 

① すべてのバルブ、排気管、その他の類似機器が完全に作動しエ
ネルギー使用量を最小限に抑えながら、温度等が正しく調整さ
れているようにする。 

② すべての制御装置が機能し、正しく調整されているようにする。

コ エレベーター
設備 

① すべて必要時に適切に作動するようにする。 
② 監視装置は常時、正常に作動するようにする。 

4) 設備管理記録の作成及び保管 

設備の運転・点検整備等の記録として、運転日誌、点検記録及び整備・事故記録等を作

成する。運転日誌及び点検記録は、３年以上、整備・事故記録等は、事業期間中保管する。 

ア 運転日誌 

① 電力供給日誌 

② 熱源機器運転日誌 

③ 空調設備運転日誌 

④ 温湿度記録日誌 

⑤ 毎月・毎年光熱水使用量（電力、ガス、水道） 

イ 点検記録 

① 電気設備点検表（通信設備を含む） 

② 空調設備点検表 

③ 給排水衛生設備点検表 

④ 残留塩素測定記録 

⑤ 貯水槽点検記録 

⑥ 飲料水水質検査記録 

⑦ 空気環境測定記録 

⑧ 実験排水枡ｐＨ測定記録 

⑨ 防災設備点検記録 

⑩ 各種水槽清掃実施記録 

⑪ その他提案により設置される各種設備の点検・測定記録 

ウ 補修・事故記録 

① 定期点検整備記録 
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② 補修記録 

③ 事故・故障記録 

5) 設備運転監視 

設備運転の監視は、機械監視によることができるものとする。 

6) 異常時の報告 

運転監視及び定期点検等により、異常が発見された場合には、速やかに施設管理担当者

に報告する。 

 

５ 清掃業務 

(1) 清掃業務の対象 

1) (3)に示す日常清掃、定期清掃及び外構清掃の項目において指定された内容とする。ただ

し、各室、実験室等、ＲＩ実験室、海洋生物飼育施設などは、清掃業務の対象外とし、対

象範囲はⅡ５(4) 5)ごみ置場、Ⅱ７(1) 1)イ セミナー室、Ⅱ７(1) 3)研究協力・支援関係

施設等、とする。また、電気が通電され、又は運転中の機器が近くにある等、清掃に危険

が伴う部分については施設管理担当者と協議すること。 

2) 備品、什器等（椅子等軽微なものを除く）の移動は行わない。 

 

(2) 業務の実施 

1) 一般事項で定めた業務計画書に加え、毎事業年度の開始前に、次の項目を含む清掃業務

年間計画書を作成し、実施する。 

ア 日常清掃業務 

イ 定期清掃業務 

 

(3) 要求水準 

目に見える挨、シミ、汚れがない状態を維持し、見た目に心地良く、衛生的でなければな

らない。清掃は、できる限り居住者の妨げにならないように実施する。個別個所ごとに日常

清掃及び定期清掃を組み合わせ、業務を実施すること。 

1) 日常清掃 

ア 床 

① 床仕上げに応じた適切な方法により挨、ごみのないようにする。 

イ ごみ箱、汚物容器、厨茶入れ等 

① 始業前までには内容物がすべて空の状態になっており、汚れが付着していない状態

にする。 

ウ 便所、更衣室、シャワー室（洗面台、鏡、衛生陶器を含む） 

① 衛生陶器類は適切な方法により見た目に清潔な状況に保つ。 

② トイレットペーパー、消耗用品等は常に補充されている状態にする。 
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③ 間仕切りは落書き、破損がない状態に保つ。 

④ 洗面台は常に水垢の付着や汚れがない状態に保つ。 

⑤ 鏡はシミ、汚れがついていない状態に保つ。 

エ その他の内部付帯施設（給湯室、製氷・洗濯室、コピー室、休憩室、流し台等） 

① 清潔な状態に保つ。 

2) 定期清掃 

ア 床 

① 挨、シミ、汚れがない状態に保つ（繊維床を除く）。 

② 繊維床の場合は、挨、汚れがない状態に保つ。 

イ 壁・天井 

① 表面全体を挨、シミ、汚れのない状態に保つ。 

ウ テラス、庇 

① 土等汚れがない状態に保つ。 

エ 照明器具、時計、換気口 

① 挨、汚れを落とし、適正に機能する状態に保つ。 

オ 窓枠、窓ガラス、網戸 

① 汚れがない状態に保つ。 

カ 金属部分、手すり、扉、扉溝、スイッチ類 

① 挨、汚れがない状態に保つ。 

キ ネズミ・害虫駆除 

① ネズミ・害虫等を駆除する。殺鼠剤等の使用に当たっては、あらかじめ施設管理担

当者と協議すること。 

3) 外構清掃（本施設が管理する範囲内） 

ア 外構清掃の対象 

① 建物周囲（玄関周り、犬走り等） 

② 舗装面 

③ 側溝、排水管、汚水管、雨水桝、水路 

④ 門扉、案内板等 

⑤ ごみ置場 

イ 外構清掃の内容 

① ごみ等が近隣に飛散して迷惑を及ぼすことを防止する。 

② 屋外排水設備（側溝、排水桝等）の水流をごみ、落ち葉等で阻害しない。 

③ 日常清掃は、ごみ置場、玄関周りについて行う。（水洗い、除塵等） 

④ 門扉、案内板等は、汚れが見苦しくなく、開閉がスムーズで表示が見やすい状態に

保つ。 
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本事業に関する担当部局 

 


